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要約 

実施済案件事後評価対象調査：ホンジュラス国港湾改善計画調査 

 

評価 5 項目の要約 

1. 妥当性  

調査開発実施段階における開発調査と当時のニーズとの整合性、開発調査と他のドナーの活動、

JICA の活動との整合性、開発調査の提言から実施された計画もしくは事業と裨益者のニーズとの整

合性、開発調査で提案された枠組みと評価調査時のニーズとの整合性、現行の国家計画や地域開

発計画と開発調査により事業化されている案件の目指している方向性の各側面から検討した。その

結果、開発調査実施の妥当性や必要性が認められ、優先度も相当程度高かったと判断される。しか

しながら、開発調査の提言から全面的な事業化までかなりの年月を経過するものと想定されるため、

事業化の段階で、近年の広域物流の動向を考慮した計画の見通しを行なう必要がある。 

2. 有効性 

開発調査の有効性は、主に質問書への回答書および当時の C/P 及び調査団からのヒアリングや既

存資料をもとに検討した。調査報告書の提言は、技術、経済、社会、環境面等の分析に基づいて策

定されており、協力相手国側が規模的にも条件的にも十分に対処できる事業であった。また、報告

書の構成や内容は相手国側にとって理解しやすいものであったことから、アウトプットの調査目標達

成への貢献度は大きく、調査目標の達成度は相当程度高いと判断される。 

3. 効率性 

開発調査の効率性は、有効性と同様に、質問書への回答書および当時の C/P 及び調査団からのヒ

アリングや既存資料をもとに検討した。調査時には、他の調査やプロジェクトとの調整は十分に行わ

れ、他のドナーのプロジェクトと協調性を保ち、他の JICA 技術協力スキーム間の調整、および相互

連携（C/P 研修受け入れ）も実施された。このように、達成されたアウトプットから見て、調査時の投入

は効率的に行なわれたことから、調査の効率性は充分に保たれたと判断できる。 

4. インパクト 

ホンジュラス側は、上位目標の達成度を約 80％と見ているが（副大統領が言及）、投資規模の大きい

港湾施設の整備には未着手であることから、上位目標の部分的達成により相手国開発計画に限定

的な影響を与えたと言える。現在、ホンジュラス国は重債務貧困国（ＨＩＰＣ）となっているため、新規

借款による資金調達には制約があるように、整備資金の財源が確保されないことと政策の不連続性

が上位目標達成の阻害要因となっている。また、限定的ではあるが、上位目標はプロジェクト実施に

より発現したインパクトであると判断され、プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は

PDM で設定したとおりであった。 

以上を総括すると、提言された事業のうち部分的なプロジェクト実施により限定的なインパクトが認め

られ、Ｍ/Ｐのターゲットとされている 2010 年までに上位目標が達成される可能性はまだ残されている

が、その目標達成の見込みは、港湾施設建設を含めた運営管理のコンセッション化がどこまで実現

されるかにかかっている。 

5. 自立発展性 

開発調査の自立発展性の阻害・貢献要因として考えられるのは、政策・制度面における政策支援の

継続性、関連規制、法制度の整備状況、その後の広がりを支援する取り組みの有無、組織・財政面

が挙げられる。また、効果をあげていくための活動を実施するに足る組織能力の有無（人材配置、意

思決定プロセスなど）、実施機関のプロジェクトに対するオーナーシップの有無も検討項目となる。自

立発展性の観点から港湾セクターの実施機関である ENP が直面する課題は、中長期港湾開発戦略

体制の確立、財政の自立、人材育成の 3 つに集約される。 
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評価結果から得られた教訓 

1. 開発調査の対象とする C/P の選択範囲 

開発調査の主要な目的の一つである港湾セクターにおける中長期計画策定の重要性は、実施機関

である ENP に充分認識されている。しかしながら、現行の開発戦略は、ENP の上位機関である

SOPTRAVI が策定することになっているが必ずしも有効に機能しているとは思われない。従い、より

効果的な技術移転を当時の開発調査で期待するのであれば、調査時の C/P として ENP のみならず

SOPTRAVI の前身である SECOPT も C/P として含めるか、ワーキンググループとして共同作業に加

わるような配慮が望まれた。 

2. ベースラインがない実施済案件の評価 

JICA 開発調査において、PDMｏをベースラインとする案件を評価することができるようになるまでに

は、少なくとも数年は必要とされる。本評価案件にあっても比較の対象、すなわちベースラインがない

ことから、評価することが困難であるため、本来であれば PDMｏから PDMｎまでをレビューした上で作

成する PDMｅを過去の報告書や書類等の様々な情報を基に作成し、これに基づき評価を行った。し

たがい、限られた情報を基に PDMｅを作成することになったが、本格調査の事前調査報告書および

終報告書は 低限保存されていたので、これらの情報と共に可能な限り本格調査を実施した関係

者からヒアリングを行った。 

提言 

国別の視点からの提言（ホンデュラス国） 

1. 広域物流調査の必要性 

港湾施設など物流拠点の整備については、周辺中米諸国の産業の動向と港湾活用の実態を見据

えて計画を進める必要がある。 近の動向として、中米統合道路の太平洋ルートと大西洋ルートが

ラ･ウニオン港の近くで接続されるということ、また、SOPTRAVI が進める北部縦貫道路が大西洋ルー

トと接続されるということ、更にパン･アメリカン道路の存在を含めれば、この道路ネットワーク上の産業

の現状と動向を精査したうえでその可能性を検討していくことが必要となる。物流拠点の機能として

は、周辺中米諸国果てはアジア・ユーラシア大陸への流通サービスの展開を考慮した広域的視点で、

需要を取り組んでいくことが求められる。 

PPP で示された中米地域のインフラ整備が進み、ラ･ウニオン市の港湾都市としての開発を前提にし

た、周辺中米諸国の主要港湾の物流需要と主要海運会社の活動の動向を精査したうえで、コルテス

港の有効活用についての戦略作りを行なっていくことが必要であろう。 

港湾分野の視点からの提言 

1. 民営化を前提にした開発調査 

地球規模の競争の高まりという背景の中で、港は競争力を保持しながら、必要な投資レベルを維持

する手段を探し出すだけでなく、船主と海運会社の両方から要求される質の高いサービスを提供で

きなければならない。この非常に激しい要求の圧力に対処するため、世界中の数多くの港では、主

に港湾の産業的な機能及び荷役業務を優先項目として民営化することを目指した制度改革に乗り

出している。そうした民営化は様々な形態を取り得るが、どれもみな民間の立場による統合された港

湾オペレーターの設立を目指している。 

こうした観点から、民営化が未着手である途上国への港湾分野開発調査においては、将来必要とな

る法整備を含めた施設整備後の適切なコンセッション化への道筋（ロードマップ）を実務的に提言す

ることが望まれる。 

開発調査スキームにかかる提言 

1. 外部条件のプロジェクト内包化 

政権交代とともにプロジェクトの C/P が頻繁に交代し、資金の調達先もドナーなどの意向に左右され



平成 16 年度開発調査実施済案件評価調査 
【第 2 編：港湾】 

 2-3

るホンジュラスでは、10 年以上を対象とする計画を立てても、事業化される可能性は低い。短期・中

期の具体的な計画に絞ることが、効率性を改善するものであり、長期的な計画が必要な場合には、

政権の交代に左右されないように正式な国家計画とするなどの制度化が必要であり、ホンジュラス国

民による十分な協議が必要であろう。この政策の継続性に関しては、現在のＩＭＦ管理下におけるコ

ンディショナリティともなっているので、近い将来改善が期待されるところである。 

当面の開発調査に当たっては、提案された計画が活用されるための外部条件を確認してから協力

する。つまり、事業化のための財源、民営化の動向、上位計画･法制度、提案される計画の法的位置

付けなどの調査を強化し、それらが確認されてから協力実施を決定することが必要である。外部条件

に左右され事業化されることがないように、可能な限り、外部条件をプロジェクトの内部に取り込むこ

とが望まれる。 

2. 計画の見直しができる能力の強化に重点を置いた開発調査 

JICA による 2003 年度国別事業評価「ホンジュラス国」でも提言されたように、共同作業や実証作業

による能力強化を伴わないＭ/Ｐ策定はできるだけさけるべきであることが、教訓としてあげられる。本

開発調査で実証しているように計画策定過程において時間をかけ、C/P と一緒に議論をして報告書

を仕上げ、これにより相手方の能力強化を図ることは可能であり、このようなアプローチにより重点が

置かれてもよいと思われる。 

今回の実施機関との協議において、当時の C/P をはじめとして協議に参加した職員が「開発調査報

告書」をバイブルのように取り扱い、すべての実施計画を当調査の勧告に基づいて行なっていること

が再三繰り返して説明された。 

開発調査事後評価にかかる提言 

1. 被援助国側の参加度合い 

JICA による協力プロジェクトは被援助国側との共同事業であるので、計画段階から終了まで、一貫し

て合同評価を行なうことになっている。そして、評価情報は援助する側のみならず、援助される側に

おいても活用されるべきものである。プロジェクトの経験から得た教訓や提言は、相手国の開発戦略

へフィードバックされたり、対象プロジェクトそのものの見直しにもつながる。そのためには評価のデザ

イン、実施、評価結果の取りまとめの各ステップで、援助する側の関係者同様、広く被援助国側関係

者とのコミュニケーションを取る必要がある。 

相手国にとって、援助に直結する計画は重要とみなされるが、次に繋がらない「評価」作業には関心

が薄い場合が多い。ましてや終了後数年たった後での事後評価など、日本がアカウンタビリティを重

視するのは理解しても、評価調査に対する相手国実施機関の関心は薄い。今回の現地調査では、

当時の C/P であった ENP にとって、事後評価ミッションが当初、「監査」の意味を持って対応されたき

らいがある。これに対し事後評価の本来の目的を説明し、今後のホンジュラス国への援助戦略へ繋

がることの重要性を説明したことで、その後のミッションへの対応が変化した経緯があった。また、対

象となる実施機関との 2 回にわたる協議（質問書に対する回答書に基づく協議、評価結果に関する

協議）の過程において、開発調査当時の C/P に出席を求めたことから、特に、有効性及び効率性に

関する評価項目の裏づけとなる証言を得ることができたことは有益だったと言える。 

2. 事後評価の 2 次評価 

評価結果の活用を考えるとき、コンサルタントが重視するのは、ユーザーはだれかという点である。ユ

ーザーにとって使い勝手の良い、ユーザー・フレンドリーな情報を提供すれば活用度が向上するの

は明らかである。現時点で、 もユーザーが明確であり、コンサルタントの仕事がしやすいのは、「事

前評価」であろう。「事前評価調査」は、「評価」というよりも「案件形成」であるため、現地事務所や相

手国のカウンターパートも熱心であり、コンサルタントはやりがいを感じる。それに対して、 も「やりに

くい」のが事後評価である。発注者と同じインセンティブが相手国政府に働かない限り、資料提供程

度の外交的な協力しか得られないことが多い。 

今回、開発調査を実施したコンサルタント会社へのヒアリングを試みたが、被評価対象者にとって評
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価報告書の内容は気になるところである。内容によっては技術的な反論の余地があることは否定でき

ない。したがい、事後評価の内容を、当該コンサルタント会社を含めた計画調査にまつわるステーク

ホルダーが再評価するプロセスを提言したい。 

3. 事後評価における評価 5 項目の絞込み 

事後評価で共通する大きな評価設問は、「協力終了後、自力で効果が持続していただろうか」「長期

的なインパクトは出ているだろうか」であろう。評価 5 項目で言えば、「インパクト」と「自立発展性」の評

価基準が中心となる。また、効率性、有効性は終了時において検証されるので、事後評価では検証

作業は終了時の状況にさかのぼって行なうこととなる。 

今回の評価では、事前評価が行なわれていないこともあって、評価 5 項目全般にわたって検討を行

なったが、事後評価の目的からは、「インパクト」、「自立発展性」、それに時系列の変化を考慮した評

時における「妥当性」に絞った評価のバランスを検討すべきものと思料する。 
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第1章 調査概要 

1.1 評価の目的 

近年、途上国援助をめぐっては、国際社会において援助の結果を重視する「成果主義」の潮

流が見られる一方、国内においては、厳しい財政事情や情報公開に対する意識の高まりを背

景に、ＯＤＡ事業の効果的・効率的な実施及び事業における透明性と説明責任の確保がより

一層強く求められている。 

このような状況の中、援助の質を高め、透明性の確保を図るための有効な手段として、「評価」

の果たす役割が以前にも増して重要視されている。JICA もその拡充・強化のための取り組み

を積極的に行なってきたが、2003 年 10 月の独立行政法人化によって事業の成果、効率性、

透明性と説明責任の確保が以前にも増して求められている現在、評価のさらなる充実は JICA
にとって必要不可欠なものとなっている。 

評価をめぐる動きの中で、開発調査については、1994 年 9 月の「開発調査評価ガイドライン」

の作成以来、事後評価の実施及び事業評価手法の検討の必要性が継続して指摘されてきた。

これに対し、2000 年度のプロジェクト研究「開発調査の評価手法の検討」において開発調査の

評価に関する指標の設定が行なわれると共に、2000 年より開発調査の終了案件に対する事

後評価調査が毎年実施されている。 

本調査は、こうした一連の流れを受けて今年度も事後評価調査を行なうものであり、案件終了

後の活用状況を中心として開発調査を総合的に評価し、そこから得られる教訓のフィードバッ

クによって今後の開発調査の質的向上を目指すものである。 

1.2 評価対象国、対象分野、および対象案件 

本調査で評価の対象とする開発調査案件は、以下の通りである。 

(1)  エルサルバドル国「ラウニオン県港湾再活性化計画調査」 

(2)  ホンジュラス国「港湾改善計画調査」 

ただし、諸般の事情により、エルサルバドル国「ラウニオン県港湾再活性化計画調査」につい

ては、現地調査を行なう事ができなかったため、既存の資料に基づく評価結果を参考として記

述した。 

1.3 評価範囲 

本評価調査対象案件のうち港湾分野の 2 案件について本格調査の実施段階、活用段階、波

及段階を対象に評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）等の観点か

ら検証を行ない、その結果を報告書（案）にまとめる。評価は｢開発調査評価ガイドライン」を参

考にして実施する。報告書（案）には、本評価調査から導き出された教訓を踏まえ、今後の類

似案件実施において参考となるような提言を盛り込む。 

(1) 国内準備期間（1 月上旬～1 月中旬） 

a. 「開発調査評価ガイドライン」に基づく開発調査評価手法の確認 

b. 上記の調査対象案件について、国内既存資料の収集、整理、分析を行い、各対象

案件の内容及び目的を把握する。 

c. ガイドラインを参考にしつつ、収集した情報を PDM 等の形に取りまとめて評価項目を

確定し、評価計画（案）を作成する。 

d. 上記ウの評価計画に基づき、国内関連情報の収集・整理（本格調査実施コンサルタ
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ントへのヒアリング、関連プロジェクトに関する資料の収集等）を行なうと共に、先方関

係機関に対する質問票（案）を作成する。 

(2) 現地派遣期間（1 月 16 日～1 月 30 日、ただし、ホンジュラス国のみ） 

a. 質問票を回収し、それを基に先方実施機関及びその他関係機関からのヒアリング、

関連資料の収集を行なう。 

b. 対象案件の中で提案されたプロジェクトのうち事業化されたものについては現地踏

査を行い、現地住民や施設利用者に対するヒアリング等によって事業化による効果

発現の状況を確認する。 

c. 上記ア及びイで収集した情報を整理・分析し、開発調査の実施プロセス及び調査終

了後の活用・波及の状況を把握する。 

d. 先方援助受入窓口機関及び現地 JICA 事務所に対して報告を行なう。 

(3) 帰国後整理期間（1 月 31 日～2 月 9 日） 

a. 国内準備及び現地調査で収集・整理した情報、データの詳細な分析を行なう。 

b. 上記アの結果を踏まえて「評価調査報告書」（案）を作成する。その際、今回の評価

調査から得られた開発調査の港湾案件に関する教訓をまとめ、今後に向けた提言と

して報告書の中に盛り込むこと。 

c. 帰国後報告会で報告を行なう。 

d. ｢開発調査評価ガイドライン｣の事後評価部分について、今回の調査の経験を踏まえ

評価手法の検証を行なう。 
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1.4 現地調査日程および主な面談者 

表 1-1 現地調査日程 

日付 訪問先 討議事項 

1 月 16 日（日） 成田～ヒューストン 移動 
17 日（月） テグシガルパ着、 

JICA 事務所、大使館 
JICA ホンジュラス事務所にて打ち合わせ、意見交換、

肥塚大使を表敬訪問 
18 日（火） 
 

海外援助庁 海外援助庁を表敬訪問、意見交換 

19 日（水） 公共事業運輸住宅省、 
中米開発銀行、中米統合銀行 

公共事業運輸住宅省副大臣を表敬訪問、意見交換、

中米開発銀行、中米統合銀行と意見交換 
20 日（木） 
 

港湾公社 港湾公社にて質疑応答、意見交換 

21 日（金） 
 

港湾業者協会、港湾公社 港湾業者協会会員と意見交換、コルテス港視察 

22 日（土） サンペドロスーラ～ 
テグシガルパ 

移動 

23 日（日） アマティージョ橋～ 
ラ･ウニオン港、空港港湾公社 

空 港 港 湾 公 社 の 案 内 で ラ ･ ウ ニ オ ン 港 を 視 察 、

CORSAIN 幹部と意見交換 
24 日（月） サンロレンソ港 サンロレンソ港を視察、現況調査、港湾管理者と意見

交換 
25 日（火） 大統領府、MCA 大統領府港湾分野担当官と意見交換、MCA 担当官と

意見交換 
26 日（水） ENP 現地評価調査を報告、討議、追加回答資料を受領、

海運業組合からの要望事項を検討した。 
27 日（木） 海外援助庁、 

公共事業運輸住宅省、JICA 
WRAP UP MEETING、調査報告、意見交換 

28 日（金） 
 

大使館 調査報告 

29 日（土） 
 

テグシガルバ～ 
ヒューストン 

移動 

30 日（日） 
 

ヒューストン～ 
成田 

成田着 
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表 1-2 主な面談者 

機関名 面談者 役職名 
肥塚隆 特命全権大使 在ホンジュラス日本大使館 
UEMATSU 
SATOSHI 

一等書記官（経済協力担当） 

TOMIYASU SEIJI 次長 
平知子 技術協力長 
野沢 TOSHIHIRO 援助調整企画調査員 

JICA 

細川幸成 エルサルバドル駐在員 
Lic. Brenie Liliana 
Matute 

大臣代理 Secretaria Tecnica y de Cooperacion Internacional 
(SETCO) 

Guadalupe Hung 
Pacheco 

Secretario Adjunto 

Secretaria de Obras Publicas Transportes y 
Vivienda(SOPTRAVI) 

Ing. Rigaberta Funes 
Calix 

Vice Ministro, Obras Publicas y 
Vivienda 

BID( Banco Interamaricano de Desarollo) 
 

Cesar A. Castellon Especialista en infraestructura 

Enrique Chinchilla 
G. 

Gerencia Regional en honduras 

Marcela Aquiluz de 
Moya 

Departamento Financiamento 
Exterono 

Banco Centroamericano de Integracion 
Economica (BCIE) 

Eugenio Sanchez Relaciones Institucionales 
Ing. Vladmiro 
Lozano Oqueli 

Jefe Depto de Operaciones de 
Carga 

Jairo Molina Rios Asecor Gerencia General（当時の
C/P） 

Roberto Quiroz Jefe de Planeamiento 

Empresa Nacional Portuaria (ENP) 
 

Ing.Alvaro Serrano 
Alvarado 

Jefe Departamento Operaciones y 
Mantenimiento 

Ing. Luis e. 
Moncada 

Presidente Asociacion Hondurena de Companias 
Representantes Navieros 

Luis Barahona Director Ejecutivo 
Global 
 

Carlos Bobadilla Manager, Dole 

Maersk Sealand 
 

Nelson Irias Port Manager 

Fransisco Rodriguez 
M. 

Coordinador General del Sector 
Telecomunicaciones 

Presidencia de la Republica, Comision 
Presidencial de Modernizacion del Estado 

Edugardo Maradiaga 
O. 

Especialistas Sectorial Puertos, 
Postal 

Millennium Challenge Account (MCA) 
 

John Weddy USAID 

 

1.5 評価調査団員 

• 評価分析（港湾）（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）：石井公一、ペガサスエンジニアリング（株） 

• 通訳（JICA）：Margarita Sanchez 
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第2章 評価手法 

2.1 PDM の作成 

JICA 開発調査では PDM0 をベースラインとする案件を評価することができるようになるまでに

は、少なくとも数年は必要になる。本案件においても比較の対象、すなわちベースラインがな

いことから評価することが困難であるため、本来的には PDMｏから PDMｎまでをレビューした上

で作成する PDMｅを、過去の報告書や書類等の様々な情報を基に作成してこれに基づき評

価を行った。場合によっては限られた情報を基に PDMｅを作成することになったが、本格調査

の事前調査報告書および 終報告書は 低限保存されていたので、これらの情報と共に可

能な限り本格調査実施の関係者からヒアリングを行った。 

2.2 PDM と評価 5 項目との関係 

事後評価では、協力終了後、一定期間を経てからその発現が期待される「インパクト」と、協力

終了後、効果が持続的に発現されているかを見る「自立発展性」の 2 つの評価基準を中心に

調査を行う。それまでは、これらは常に予測・見込みの視点から検証されていたが、事後評価

では、実績を基に検証することになる。 

インパクトを検証するときに、達成度と目標値との比較や、インパクトが本当に協力実施による

ものであるかどうかといった因果関係の分析が必要になる。インパクトは、有効性の検証と異な

り、対象社会の広範囲にわたる場合が多く、現地調査などでその傾向を把握することが重要で

ある。自立発展性の検証では、協力プロジェクトの組み立て方、投入されている内容や活動内

容、及びアウトプット内容を参考にして分析することとする。 

効率性、有効性は終了時において検証されるもので、事後評価での検証作業は終了時の状

況にさかのぼって行なうこととなる。また、「妥当性」の視点からも評価を行なうが、今回の対象

案件は終了後約 10 年を経過しているので開発ニーズの変化に焦点を絞って、異なった時期

（開発調査時および評価実施時）における妥当性を検討した。 

協力終了後の情報源を特定する作業は、協力中の関係者が人事異動になったり、離職したり

しているケースが多いため、他の評価調査に比べて難しさが伴う。場合によっては、事前に評

価対象となっている事業の実施機関と打ち合わせを行い、適切な情報源の特定を共同で行な

う必要がある。 

他の評価と同様、評価方法は評価グリッドに取りまとめられるが、事後評価の場合は、評価を

デザインする時点から相手国関係者と直接打ち合わせを行なうことが重要である。そのときに、

評価グリッドをコミュニケーションのツールとしても活用できる。評価に対する共通の認識を深め、

評価調査への相手側のコミットメントを得るためにも、相手側関係機関とデザインを共有するプ

ロセスは重要である。 

2.3 PDM および評価グリッド 

(1) PDM（表 2-1 ホンジュラス、表 2-2 エルサルバドル） 

(2) 評価グリッド（表 2-3 ホンジュラス、表 2-4 エルサルバドル） 
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表 2-1 PDM（ホンジュラス国港湾改善画調査） 
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表 2-2 PDM（エルサルバドル） 
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表 2-3 評価グリッド（ホンジュラス国港湾改善画調査） 
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表 2-4 評価グリッド（エルサルバドル国ラウニオン県再活性化計画調査） 
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